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ポーランド週報 
（２０２３年１１月２日～２０２３年１１月８日） 

令和５年（２０２３年）１１月１０日 

H E A D L I N E S 

政治 
ドゥダ大統領がモラヴィエツキ首相を次期首相に指名すると発表 

トゥスク「市民プラットフォーム」（ＰＯ）党首によるヤゴドノ訪問 

１１月１３日に上下両院における初回の本会議招集へ 

サヴィツキ下院議員、モラヴィエツキ首相に対する建設的不信任決議案の議会提出を示唆 

政党別支持率に関する世論調査 

「クキス’１５」、個別の議員グループを作る可能性を示唆 

ラウ外相によるベルリン訪問 

ロシアによるＣＴＢＴ批准撤回に関する外務省コミュニケ 

陸軍部隊の新編 

ガザ地区からの第三国国民の避難停止に関する外務省コミュニケ 

外務省によるワルシャワ駐在のイスラエル、パレスチナ、エジプト大使招待 

欧州通常戦力（ＣＥＦ）条約履行停止に関する外務省コミュニケ 

ポーランド、ＥＣがウクライナのＥＵ加盟交渉開始を勧告する決定を下したことを歓迎 

 

【お
願
い
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さ
れ
る
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合
、
「在
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届
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大
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館
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出
し
て
く
だ
さ
い
。
大
規
模
な
事
故
・災
害
等
が
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生
し
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場
合
、
所
在
確
認
・救
援
の
根
拠

と
な
り
ま
す
。 
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９
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０
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各
種
証
明
書
、
在
外
投
票
、
旅
券
、
戸
籍
・国
籍
関
係
の
届
出
に
つ
い
て
も
ど
う
ぞ
。 

治安等 
ワルシャワ市で刺傷事件が発生 

小児性愛的なコンテンツを拡散したグループの摘発 

息子殺害容疑の指名手配犯が死亡 

 

経済 
ポーランド経済研究所「企業家５０＋」レポートの発表 

ポーランドにおける外国人労働者の増加 

国家財政赤字の拡大 

道路運送業者がウクライナとの国境を封鎖  

ヒートポンプ設置者向けの研修 

ポーランドの新興企業が専門家の発掘を支援 

ポーランドの自動車市場に新たなプレーヤー 

電気・水素自動車の補給ステーションの設置 

ポーランド、最も成長著しいヒートポンプ市場 

ワルシャワを訪れる観光客数が回復 

Orlen、「フォーチュン５００ヨーロッパ」ランキングで４４位にランクイン 

約７０％のポーランド人が原子力エネルギーに賛成 

欧州のＡＩ研究機関がワルシャワ支部を開設 

 



 - 2 - 

大使館からのお知らせ 

長期滞在を目的にシェンゲン協定域内国に渡航する際の注意 

欧州でのテロ等に対する注意喚起 

孤独・孤立及びそれに付随する問題でお悩みの方へ 

「たびレジ」への登録のお願い 

マイナンバーカード取得のお願い 

有効期間１０年の旅券の発給申請可能年齢等の引き下げについて 

旅券のオンライン申請等の開始について 
大使館広報文化センター開館時間 

文化行事・大使館関連行事 

 

在ポーランド日本国大使館 

ul. Szwoleżerów ８、 ００-４６４ Warszawa Tel:+４８ ２２ ６９６ ５０００ 

http://www.pl.emb-japan.go.jp 

 

政   治 

 

ドゥダ大統領がモラヴィエツキ首相を次期首相に指

名すると発表【６日】 

６日、ドゥダ大統領は、モラヴィエツキ首相に時期

政府の組閣を行う使命を授けるとともに、「第３の道」

（ＴＤ）から当選を果たした「農民党」（ＰＳＬ）所属のサ

ヴィツキ下院議員を臨時下院議長（Senior Marshal と

呼ばれ、大統領によって指名を受け、正式な下院議

長が任命されるまでの間、初回の議事進行をする役

割を担う。）に任務を与えると発表した。モラヴィエツ

キ首相は、Ｘ（旧ツイッター）に投稿を載せ、ドゥダ大

統領から託された使命は大きな名誉であると同時に

挑戦でもあると述べた。他方、トゥスク「市民プラット

フォーム」（ＰＯ）党首は、なぜドゥダ大統領がなぜモ

ラヴィエツキ首相をこのような屈辱にさらすのか理解

できないとコメントした。 

 

トゥスク「市民プラットフォーム」（ＰＯ）党首によるヤゴ

ドノ訪問【６日】 

６日、トゥスク「市民プラットフォーム」（ＰＯ）党首は、

ヴロツワフ近郊のヤゴドノを訪問した。ヤゴドノは、１

０月１５日に行われた議会選挙において、投票に来

た人々が午前３時まで列に並んでいたことで知られ

る。トゥスクＰＯ党首は、「各党は独立記念日までに

連立協定の初期段階を整えることになる。金曜日に

は、連立交渉に臨んだ各党党首らが、連立を組むこ

とは事実であると公に確認できる。」と述べた。 

 

１１月１３日に上下両院における初回の本会議招集

へ【７日】 

７日、ドゥダ大統領は、第１０期下院と第１１期上院

の初回本会議を招集する公式決定を下した。下院は

１１月１３日１２時に、上院は１１月１３日１６時に、そ

れぞれ初回の本会議を開く。また、下院ではサヴィツ

キ下院議員（「農民党」（ＰＳＬ））が、上院ではセヴェ

リンスキ上院議員（「法と正義」（ＰｉＳ））が、それぞれ

臨時議長の職務を授けられることになった。 

 

サヴィツキ下院議員、モラヴィエツキ首相に対する建

設的不信任決議案の議会提出を示唆【７日】 

７日、ドゥダ大統領から臨時下院議長に就くよう指

名を受けたサヴィツキ下院議員（「農民党」（ＰＳＬ））

は、第２回下院本会議が開かれる際にモラヴィエツ

キ首相に対する建設的不信任決議案が提出される

可能性が残っていると示唆した。同決議案は、モラ

ヴィエツキ首相が所信表明演説を行って下院の信任

を乞う前に投票に付すことができるかもしれず、また、

野党による政権樹立のタイミングを早められるかもし

れないという。建設的不信任決議案の提出とは、通

常の不信任決議案の提出に加え、次期首相候補を

挙げることを指す。 

 

政党別支持率に関する世論調査【７日】 

７日、ＩＢＲｉＳが行った政党別支持率に関する世論

調査結果が発表された。同社は、議会選挙が行わ

れてからは初めて世論調査を実施した。「法と正義」

（ＰｉＳ）が３２．６％の支持を得て首位に立った。２位

の座を占めたのは、「市民連立」（ＫＯ）で支持率は２

９．２％であった。「左派」は９．１％の支持を集め３位

につけた。「農民党」（ＰＳＬ）と「ポーランド２０５０」は

それぞれ７．８％と７．６％の支持を得て４位と５位の

座に就いており、合計すると「第３の道」（ＴＤ）として

実際に集めた支持率を超える結果が出た。「同盟」

は７．０％の支持を得て全体の６位であった。なお、

質問に対し「わからない」と回答した割合は、５．６％

であった。 

 

内    政 

http://www.pl.emb-japan.go.jp/
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「クキス’１５」、個別の議員グループを作る可能性を

示唆【８日】 

８日、ジェチポスポリタ紙は、「クキス’１５」に属す

る３名の下院議員たちは、自分たちの政治的要求が

満たされない限り、会派「法と正義」（ＰｉＳ）には加わ

らないと発表した旨を報じた。同議員たちは、個別の

議員グループであり続ける決意を固めているという。

他方、シチガイ社会統合担当大臣を含む、クキス下

院議員と協力関係を持つ２名の下院議員たちは、会

派ＰｉＳに属する決定を下したという。 

 

ラウ外相によるベルリン訪問【２日】 

２日、ラウ外相は、ベルリンで開かれたＥＵ外相会

議「より大きくより強いＥＵ－ＥＵ拡大と将来的なメン

バー国の加盟に向けた準備－」に出席した。同外相

は、ポーランドは確立された原則と実質的な基準に

則ってＥＵ拡大政策を継続することには賛成である

が、条約改正には反対であることを強調した。同外

相は、「我々にとって特に重要なのは、制裁のような

政治的に困難な問題についても、加盟候補国の外

交政策を共通外交・安全保障政策と調和させるプロ

セスである。」と指摘した。また、同外相は、ＥＵの特

定多数決方式によって決定を下せる範囲の拡大に

ついて、ポーランドは懐疑的であると強調し、欧州統

合の将来にとって戦略的に重要な意味を持つ問題

については、新しい制度サイクルの中で議論を行い、

決定を下すべきであると付言した。同外相は、「ポー

ランド政府は、特定多数決方式の適用範囲の拡大

が必ずしもＥＵの効率化に繋がるとは考えておらず、

むしろＥＵにおける既存の危機や加盟国間の相違を

深化させるリスクがあると考えている。また、このよう

な解決策は、共通外交・安全保障政策の形成におい

て一部の加盟国が持つ優位性を強化し、ひいてはＥ

Ｕの政治的一体性を損なう危険性をはらむ。」と述べ

た。 

 

ロシアによるＣＴＢＴ批准撤回に関する外務省コミュ

ニケ【２日】 

２日、外務省は、ロシアによる包括的核実験禁止

条約（ＣＴＢＴ）の批准撤回に重大な懸念を抱いてい

る旨の声明を発出した。声明には、「このような決定

が下されたのは、ロシアがウクライナに対して違法な

侵略を行い続け、何か月にもわたり無責任なレトリッ

クと核の威嚇が使われてきた中のことであった。今

回講じられた不当かつ前例のない措置は、国際安

全保障体制のさらなる弱体化を意味する。集団的な

核不拡散と軍縮の取組を次々と覆すモスクワの意図

的なシナリオに合致するものである。」と書かれてい

る。ポーランドは、１９９９年にＣＴＢＴを批准した。 

 

陸軍部隊の新編【３日】 

 ３日、ブワシュチャク国防大臣は、ワルシャワから

南東約７０Ｋｍに位置するノヴェ・ミアスト・ナド・ピリ

ツォンにおいて、ポーランド軍の６番目の機械化師団

として第８歩兵師団を新編することを明らかにした。

第８歩兵師団の名は戦時中の国内軍の第８歩兵師

団に由来しており、来年８０周年を迎えるワルシャワ

蜂起に敬意を示すものである。新たな師団の司令部

はノヴェ・ミアスト・ナド・ピリツォンに設置され、他の

師団と同様に２コ機械化旅団及び各１コの自動車化

旅団、装甲旅団、砲兵旅団、後方支援連隊、対戦車

連隊、防空連隊、司令部大隊、偵察大隊、化学防護

大隊により構成される。 

 

ガザ地区からの第三国国民の避難停止に関する外

務省コミュニケ【５日】 

５日、外務省は、ガザ地区からの第三国国民の避

難停止に関するコミュニケを発出した。外務省は、イ

スラエル及びエジプトから、ガザ地区からの外国人

避難の一時停止に関する情報を得たため、ポーラン

ド国民がガザ地区から避難することは当面不可能で

あることを通報するとともに、「このような状況に置か

れる中、外務省は、ポーランド国民がガザ地区に滞

在している間は常に命が危険にさらされ、特に子ど

もたちに苦しみをもたらすことを、憤りを込めて強調

する。ポーランド当局がエジプト側で国民の避難を

待っているにもかかわらず、３週間もガザ地区に滞

在しているポーランド人が未だ退避できていないとい

う事実は、いかなる状況においても正当化されない

と我々は考えている。」と述べた。 

 

外務省によるワルシャワ駐在のイスラエル、パレス

チナ、エジプト大使招待【６日】 

６日、ヤブウォンスキ外務次官は、ポーランド駐在

のイスラエル、パレスチナ、エジプト大使と外務本省

にて緊急会合を開き、ガザ地区とエジプトを結ぶラ

ファ検問所の再度開通と同検問所を経由したポーラ

ンド国民の避難に関する協議を行った。同次官は、

ラファ検問所を再度開通させ、特にポーランド国民が

遅滞なく避難できるようポーランドが要求しているこ

とを強調した。現在ガザ地区には、ポーランド人２９

人を含む約５～６千人の第三国国民が残っていると

いう。また、同次官は、ポーランドがハマスのテロ行

為やその他の犯罪行為、特に１０月７日から行われ

ている攻撃を強く非難することを改めて表明した。

ポーランドはまた、民間人を「人間の盾」として使用

することに断固反対し、ハマスによって拘束されてい

る人質の即時解放を要求した。同時に、同次官は、

すべての軍事行動は、拘束力を持つ国際法及び人

道法の原則に則り、民間人の保護が確保された上で

実施されなければならないと強調した。 

 

欧州通常戦力（ＣＥＦ）条約履行停止に関する外務省

外交・安全保障 
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コミュニケ【７日】 

７日、外務省は、ＮＡＴＯ加盟国による欧州通常戦

力条約（ＣＦＥ条約）の履行停止に関する声明を発出

した。声明文には、「ロシアが国際法、特にＣＦＥ条約

に反する行為をしていることを受け、このような立場

がとられた。ロシアは、２００７年以降ＣＦＥ条約に基

づく義務を果たしていない。２０２２年には、ロシアは

ベラルーシの参加を得つつ、ＣＦＥ条約の締約国で

あるウクライナに対し、またも武力行使の禁止原則

に明白に違反する行為をとった。１１月７日、ロシア

は公式にＣＦＥ条約の締約国ではなくなった。ＣＦＥ条

約の締結時からは根本的な事情の変化が生じてい

るこのような状況のもとでは、ポーランドはＣＦＥ条約

を履行する義務を負い続けることはできない。（中略）

同時に、ポーランドは、ＣＦＥ条約の破棄を含め、国

際法における根拠に基づいて将来さらなる措置を講

じる可能性を排除するものではない。」と書かれてい

る。 

 

ポーランド、ＥＣがウクライナのＥＵ加盟交渉開始を

勧告する決定を下したことを歓迎【８日】 

８日、欧州委員会（ＥＣ）がウクライナ、モルドバ、

ボスニア・ヘルツェゴビナのＥＵ加盟交渉の開始と

ジョージアへのＥＵ加盟候補国の地位の付与を勧告

する決定を下したことについて、ドゥダ大統領は喜び

の意を表した。ポーランド外務省は、祝意を表し、１２

月にＥＵ首脳によってポジティブな決定が下されるこ

とに対する期待を表明した。 

 

 

ワルシャワ市で刺傷事件が発生【３日】 

 ３日朝、ワルシャワ市のビエラニ地区とウォラ地区

で、男（３７歳）が鉈（なた）で無作為に歩行者２人を

襲撃する事件が発生した。歩行者２人は負傷したが、

命に別状はなかった。 

 ワルシャワ地方検察庁によると、容疑者の所持品

から、鉈、催涙スプレー、警棒等が押収された。容疑

者には殺人未遂等計６件の容疑がかけられており、

有罪となれば終身刑が言い渡される可能性がある。 

 

小児性愛的コンテンツを拡散したグループの摘発【３

日】 

 ３日、中央サイバー犯罪対策局（CBZC）は、イン

ターネット上で小児性愛的なコンテンツを拡散してい

た６４人のグループを摘発したことを発表した。 

同局は、１０月２２日から３０日にかけて、｢カルロ

ス｣と称する作戦のもと、全国規模で職員４００人を

動員して１０６回の捜査を実施し、違法コンテンツ約

３５万件が保存された約１，２００台のスマートフォン

や PC を押収した。 

 

息子殺害容疑の指名手配犯が死亡【７日】 

 ７日、グダンスク地方検察庁は、６歳の息子を殺害

した容疑で指名手配され、グディニャ近郊の森林地

帯で捜索が続いていたグジェゴシュ・ボリス氏（４４歳）

が６日に溺死していたことを発表した。 

男の遺体は、息子が死亡したグディニャの事件現

場からほど近い池で発見され、死後約２週間が経過

していた。検察庁によると、直接の死因は溺死で

あったが、こめかみに空気銃による銃創が見つかっ

ており、自殺未遂の可能性もあるという。

 

ポーランド経済研究所「企業家５０＋」レポートの発

表【９日】 

ポーランド経済研究所（ＰＩＥ）は「起業家５０＋」レ

ポートを発表した。統計データと調査結果によると、

他国と比較して、ポーランドでは自営業者が他人を

雇用している起業家よりも多い。ポーランドでは、５０

歳以上で事業を営む人の５人に１人が従業員を持っ

ており、ＥＵでは３人に１人が従業員を持っている。

ポーランドでは年金受給年齢間近の多くの人々に

とって、自営業が労働市場にとどまる方法とされてい

る。そのため、５０歳の起業家のほとんどは、職を失

うか退職したために起業をしている。２０２２年には、

５０歳以上の人々が新たに３５，０００社を設立した。

これは２０２２年に設立される単身企業の１２％に相

当する。彼らの多くは貿易や建設業に従事しており、

ほぼ１０分の１が専門的、科学的、技術的活動や加

工業に従事している。５０歳以上で起業する人は男

性が多いが、年金受給年齢後では女性の起業が多

い。年金受給年齢後に起業する人のほとんどは高

等教育か中等教育を受けており、まれに初等教育し

か受けていない人もいる。 

ワルシャワ経済大学のドミンチャク教授は、自営

業者と年金受給年齢後の従業員との間で税金や保

険料の負担に差があることが、現在の雇用主や関

心のある人自身の起業を促すという事実に注目し、

税負担の不平等と年金受給年齢の低さは、５０歳以

上の人々の潜在能力を大きく失わせる結果となり、

専門的な経験と能力を持つ人々（しかも年金受給年

齢間近の人々）は、経験のない若い人々よりも市場

での競争にうまく対処できると分析している。 

  

ポーランドにおける外国人労働者の増加【９日】 

治    安    等 

経    済 

経済政策 
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求人数は前年比２桁減にもかかわらず、ポーラン

ドで働く外国人労働者の数は増加の一途をたどって

いる。１０月末現在、１３０万人の外国人労働者が障

害・年金保険に加入している。これは９月より１３，０

００人多く、２０２２年末の６１，０００人を上回っている。

１０月だけで７５００人のウクライナ人が社会保障事

務所（ＺＵＳ）に登録した。昨年と比較すると、他国

（主にベラルーシとインド）からの外国人の増加が非

常に大きい。 

登録労働者の多くは、マゾビエツキエ県、ヴィエル

コポルスキエ県、ドルノシロンスキエ県で働いている。

例えば、自動車関連企業の８５％が外国人を雇用し

ており、３９％が今後３ヶ月以内に外国人を雇用する

意向を示している。 

外国人労働者の需要は、ポーランドの人口動態と

労働市場の構造的変化、すなわち、生産年齢人口

の減少、若い世代の能力、教育、願望の絶え間ない

変化によってもたらされている。  

ポーランドの労働者不足が深刻化していることに

加え、ポーランドの専門職（産業・建設労働者など）

におけるウクライナからの労働者も不足している。ウ

クライナからの徴兵年齢の男性の出国禁止も、他国

からの労働者の需要を高めている。今年１月以降、

ＺＵＳに登録されたウクライナ人は２３，０００人を下

回った。他国からの労働者はその２倍が登録されて

いる。  

  

国家財政赤字の拡大【３日】 

 財務省は、欧州委員会（ＥＣ）に提出した１０月の財

政通知で、２０２３年の財政赤字が過去最高となる計

画を確認した。赤字額は１，９２１億ズロチ（ＧＤＰの

約５．６％）に達する見込みで、そのうち予算法に計

上されている国家財政赤字は９２０億ズロチのみで

ある。中央予算外の残りの１０００億ズロチのうち、約

６６０億ズロチはいわゆる予算外基金によって吸収さ

れる金額である。 

ＢＧＫ銀行が管理する基金のうち、Ｃｏｖｉｄ－１９基

金の赤字はＧＤＰの０．８％（約２７５億ズロチ）、援助

基金は０．３％（約１００億ズロチ）、国家道路基金は

０．２％（６９億ズロチ）に達する見込みである。 

救援基金（２０２２年設立）は、難民支援を含むウ

クライナ支援のための資金を提供する。国家道路基

金はポーランドの道路投資の一部を賄う。 

Ｃｏｖｉｄ－１９基金の支出は４００億ズロチに達し、

エネルギー危機の影響を克服するために割り当てら

れる（約２２０億ズロチ）。これは主に、個人消費者向

けの電気料金の凍結費用に関するものである。「法

と正義」（ＰｉＳ）政権はまた、「Ｃｏｖｉｄ－１９基金」の下

で、今年１７０億ＰＬＮもの地方政府の投資を支援す

ることを計画している。また、第１４回目の年金を正

味２２００ズロチ（９０億ズロチ）に増額するために、Ｐｉ

Ｓが追加予算を計上する可能性もある。 

 財務省は１１月２日、ＢＧＫ銀行が管理する資金の

支出が９月に１５１．２億ズロチ、９ヶ月後には８５９億

ズロチに達したと報告した。 

 

 

道路運送業者がウクライナとの国境を封鎖【６日】 

 ６日、ポーランドのトラック運転手たちが、ウクライ

ナの道路運送会社との不公平な競争に抗議するた

め、ドロフスク、フレベンネ、コルチョヴァにおける

ポーランド・ウクライナ国境の通行の封鎖を開始した。

彼らは１時間に１台しかウクライナ行きのトラックの

通過を許可せず、ポーランドからウクライナへは３台

以上のトラックを通している。運転手たちは、人道支

援や軍事装備を運ぶ企業を除き、ウクライナの企業

が物資を運ぶ際の営業許可の導入を要求するととも

に、ウクライナ戦争開始後に設立された企業の営業

許可を停止することも要求しているが、もはや、人道

支援物資、食料品、燃料を運ぶトラックも封鎖の対

象から外されていない。 

 ウクライナへの入国を待つトラックの長い列は拡大

しており、ドロフスクでは６日現在２８ｋｍに及んでい

てフレベンネでは約９００台の重量物車両が列をなし

ているため、約９０時間待たなければならない。 

  

ヒートポンプ設置者向けの研修【７日】 

 ポーランド・ヒートポンプ技術開発機構（ＰＯＲＴ Ｐ

Ｃ）によると、ポーランドで販売されたヒートポンプの

台数は、１年前の時点で９２，７００台であったところ、

現在は２０３，３００台に達した。ところが、欧州全体と

同様、ポーランドでも数千人のヒートポンプ設置者が

不足していることから、ポンプ市場で事業を展開する

Woltair 社は、本年１０月、将来のグリーン熱・エネル

ギー源の設置者を対象とした研修センターをワル

シャワに開設した。１１月第２週においては３回連続

で研修が行われ、それぞれ約２０人が受講した。同

社は、週２回開催しているチェコと同様、研修の頻度

を増やす計画で、ポーランド全土でモバイル研修を

導入することも検討している。現在、年間約２，０００

人の研修が可能としている。 

  

ポーランドの新興企業が専門家の発掘を支援【７日】 

ポーランドのスタートアップ企業Redegate社は、企

業のニーズに合ったスキルや専門知識を提供し、有

名な専門家を迅速かつシームレスに企業に提供す

る。同社のＣＥＯであるグジェゴシュ・ガブロンスキ氏

は、７２時間以内に誰が利用可能で、どのような資格

ポーランド産業動向 
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を持っているかを知ることができるだけでなく、この

間に専門家の能力を確認し、紹介状の信憑性を

チェックすることもできると指摘している。同社は１７

カ国で事業を展開する合計１６０社のポーランド企業

及び多国籍企業と提携している。 

 

ポーランドの自動車市場に新たなプレーヤー【７日】 

バッテリー電気自動車と燃料電池電気自動車の

大型・中型車両を幅広く提供するドイツのクアントロ

ンは、ポーランド市場に参入する計画を発表した。

ポーランド市場では、水素電気自動車デリバリーバ

ン、電気自動車デリバリーバン、水素電気自動車トラ

クターユニット、電気自動車バスの複数のモデルを

提供する予定である。クアントロン・ポルスカのヤツェ

ク・グルジベック代表取締役は、「輸送業界は画期的

な変化に直面している。今こそ、ＥＵの目標を達成す

るために、国の法律と輸送業界が適応する時だ。私

たちは、より良い持続可能な未来への道を歩むパー

トナーだ。」 と語った。 

 

電気・水素自動車の補給ステーションの設置【８日】 

 ２０２４年４月、代替燃料インフラ整備のためのＥＵ

規制「ＡＦＩＲ」が施行され、自動車やトラック用の急速

充電ステーションや水素補給ステーションの建設が

義務付けられている。ポーランドでは、Ａ１、Ａ２、Ａ４、

Ｓ３、Ｓ７、Ｓ８高速道路を含む７５，０００ｋｍの道路

沿いに建設されなければならない。国道・高速道路

当局（ＧＤＤＫｉＡ）は、ＡＦＩＲ準拠の乗用車用の補給

ステーションを建設する１６６ヶ所の高速道路サービ

スポイント（ＭＯＰ）と駐車場が選定され、トラック用に

も同数のＭＯＰが選定された。これらは２０３０年まで

に完成する予定である。  

 補給ステーションは、乗用車用では６０ｋｍごと、ト

ラック用では６０～１００ｋｍごとに設置され、合計で３

００以上の補給ステーションが建設される予定である。

また、ＧＤＤＫｉＡは水素補給ステーションが稼動する

３４ヶ所も準備しており、建設には既存のＭＯＰへの

投資だけでなく、新たなＭＯＰの建設も必要で、ＧＤＤ

ＫｉＡは４６ヶ所のＭＯＰの建設を計画している。 

  

ワルシャワを訪れる観光客数が回復【８日】 

 ワルシャワ観光局の報告書「ワルシャワの観光」に

よると、２０２２年にワルシャワには９００万人の観光

客が訪れ、そのうち７１０万人がポーランド人で、１９

０万人が海外（主にドイツと英国）からの観光客で

あった。これは２０２１年と比較して７８％増、２０１９

年のパンデミック前の水準からわずか１１％減である。

観光客に最も人気があるのは、ワジェンキ公園、ヴィ

ラヌフ宮殿、王宮、コペルニクス科学センター、ＰＧＥ

国立競技場などである。 

 

ポーランド、最も成長著しいヒートポンプ市場【８日】 

欧州ヒートポンプ協会 のデータを引用した Zero 

Carbon Analytics 社のレポートによると、ポーランド

はＥＵで最も急成長しているヒートポンプ市場だ。２０

２２年にポーランドに設置された暖房器具の３分の１

がヒートポンプであり、これは２０２１年と比較して１０

０％強の増加である。同報告書によると、分析対象と

なったＥＵ２１カ国全体で、昨年は過去最高の３００万

台のヒートポンプが販売され、これは前年比３８％増

に相当し、稼働中のヒートポンプの総数は２，０００万

台に達した。 

 

Orlen、「フォーチュン５００ヨーロッパ」ランキングで４

４位にランクイン【９日】 

国営石油・ガス企業 Orlen は、２０２２年の売上高

総額６２３億ドルに基づき、「フォーチュン５００ヨー

ロッパ」ランキングの４４位を確保した。この多国籍エ

ネルギー複合企業は、ポーランド、チェコ、ドイツ、リ

トアニア、スロバキア、ハンガリー、カナダ、ノル

ウェー、パキスタンの市場で事業を展開している。 

Orlen はポーランド企業で最高位。同社は昨年の２１

６位から順位を上げた。 

 

 

約７０％のポーランド人が原子力エネルギーに賛成

【９日】 

 エネルギー規制庁と Social Research Studio による

調査によると、ポーランドの８０％以上の家庭がエネ

ルギー危機による電気・ガス料金の値上げを経験し

ていることが明らかになった。さらに、回答者の約７

０％がポーランドにおける原子力発電所の建設を支

持している。特筆すべきは、４５％が自宅近くに原子

力発電所プロジェクトを受け入れる意向があることで

ある。この調査では、社会的に公正で競争力のある

エネルギー移行の重要性が強調されており、９１％

が主要な電力源として石炭、次いで７６％が再生可

能エネルギー、７２％がガスを挙げている。

 

欧州のＡＩ研究機関がワルシャワ支部を開設【７日】 

 ７日、欧州各地にある４０の人工知能（ＡＩ）研究機

関 が 加 盟 す る ネ ッ ト ワ ー ク Ｅ Ｌ Ｌ Ｉ Ｓ （ European 

Laboratory for Learning and Intelligent Systems）は、

ワルシャワ支部を開設し、ポーランド国立研究開発

センターに所属するＡＩ分野の研究開発センターであ

るＩＤＥＡＳがＥＬＬＩＳに加盟した。この支部の目的は、

ＡＩにおけるポーランドの地位を強化し、欧州及び世

界におけるＡＩ技術の未来に向けた革新的なソリュー

ションを育成することである。ＥＬＬＩＳは優れた研究者

エネルギー・環境 

科学技術 
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間の協力関係を構築し、地域のＡＩハブとして新たな

研究機関を設立することを目指しており、ワルシャワ

支部は、ポーランドと欧州の科学者がＡＩを共同研究

するハブとしての役割を果たし、専門的な研修と教

育イニシアティブを通じて、次世代のＡＩイノベーター

を育成することとしている。 

長期滞在を目的にシェンゲン協定域内国に渡航する際の注意 

最近、ドイツ以外のシェンゲン協定域内国に長期滞在を目的と申告した邦人が、経由地であるドイツでシェン

ゲン協定域内への入国審査を受ける際に入国管理当局から（１）最終滞在予定国の有効な滞在許可証、（２）ド

イツ滞在法第４条のカテゴリーＤ査証（ナショナル・ビザ）、又は（３）同Ｄ査証に相当する滞在予定国の長期滞

在査証の提示を求められ、これを所持していないために入国を拒否される事例が発生しております。 

 このため、現地に到着してからの滞在許可証取得を予定し、最初にドイツ入国を予定している場合には、注

意が必要です。 

 ドイツ以外の国では同様の事例は発生しておりませんが、シェンゲン協定域内国での長期滞在を目的に渡航

する場合には、滞在国及び経由国の入国審査、滞在許可制度の詳細につき、各国の政府観光局、我が国に

存在する各国の大使館等に問い合わせるなどし、事前に確認するようにしてください。詳しくは下記リンク先を

御覧ください。 

http://www.anzen.mofa.go.jp/c_info/oshirase_schengen_２.html 

（注）：シェンゲン協定とは、シェンゲン協定加盟国の域外から同加盟国域内に入る場合、最初に入域する国に

おいて入国審査が行われ、その後のシェンゲン協定域内の移動においては原則として入国審査が行われない

といった協定です。 

○シェンゲン協定域内国（２０２０年６月現在）：２６か国 

アイスランド、イタリア、エストニア、オーストリア、オランダ、ギリシャ、スイス、スウェーデン、スペイン、スロバキ

ア、スロベニア、チェコ、デンマーク、ドイツ、ノルウェー、ハンガリー、フィンランド、フランス、ベルギー、ポーラン

ド、ポルトガル、マルタ、ラトビア、リトアニア、ルクセンブルク、リヒテンシュタイン 

 

欧州でのテロ等に対する注意喚起 

欧州では、「イラク・レバントのイスラム国」（ＩＳＩＬ）の台頭以降、一般市民等のソフトターゲットを標的としたテ

ロが相次いで発生しており、今後も更なるテロの発生が懸念されます。 

観光客やイベント等を標的とするテロに警戒する必要があることに加え、イベント等の警備のため手薄となっ

た他の都市でのテロの実行も懸念されます。以上を踏まえ、以下のテロ対策をお願いします。 

１ 外務省が発出する海外安全情報及び現地報道等で最新の治安情勢等の関連情報の入手に努めるととも

に、日頃から注意を怠らないようにする。 

２ 以下の場所がテロの標的となりやすいことを十分認識する。 

観光施設、観光地周辺の道路、記念日・祝祭日等のイベント会場、レストラン、ホテル、ショッピング・モール、

スーパーマーケット、ナイトクラブ、映画館等人が多く集まる施設、教会・モスク等宗教関係施設、公共交通機

関、政府関連施設（特に軍、警察、治安関係施設）等。  

３ 上記２の場所を訪れる際には、周囲の状況に注意を払い、不審な人物や状況を察知したら速やかにその場

を離れる、できるだけ滞在時間を短くする等の注意に加え、その場の状況に応じた安全確保に十分注意を払う。 

４ 現地当局の指示があればそれに従う。特にテロに遭遇してしまった場合には、警察官等の指示をよく聞き

冷静に行動するように努める。 

５ 不測の事態の発生を念頭に、訪問先の出入口や非常口、避難の際の経路、隠れられる場所等についてあ

らかじめ入念に確認する。 

詳しくは下記リンク先を御覧ください。 

http://www.anzen.mofa.go.jp/ 

テロ・誘拐対策に関しては、以下も併せて参照してください。 

（１）パンフレット「海外へ進出する日本人・企業のための爆弾テロ対策 Q＆A」 

（パンフレットは、https://www.anzen.mofa.go.jp/pamph/pamph_03.html に掲載。） 

（２）パンフレット「海外旅行のテロ・誘拐対策」 

（パンフレットは、http://www.anzen.mofa.go.jp/pamph/pamph_10.html に掲載。） 

（３）ゴルゴ 13 の中堅・中小企業向け海外安全対策マニュアル 

（マニュアルは、http://www.anzen.mofa.go.jp/anzen_info/golgo13xgaimusho.html に掲載） 

６ テロの類型別留意事項は以下のとおりです。 

【車両突入型テロ】 

大使館からのお知らせ 

http://www.anzen.mofa.go.jp/c_info/oshirase_schengen_2.html
http://www.anzen.mofa.go.jp/
https://www.anzen.mofa.go.jp/pamph/pamph_03.html
http://www.anzen.mofa.go.jp/pamph/pamph_10.html
http://www.anzen.mofa.go.jp/anzen_info/golgo13xgaimusho.html
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●ガードレールや街灯などの遮へい物がない歩道などでは危険が増すことを認識する。 

●歩道を歩く際はできるだけ道路側から離れて歩く。 

【爆弾、銃器を用いたテロ】 

●爆発や銃撃の音を聞いたら、その場に伏せるなど直ちに低い姿勢をとり、頑丈なものの陰に隠れる。 

●周囲を確認し、可能であれば、銃撃音等から離れるよう、低い姿勢を保ちつつ速やかに安全なところに退

避する。閉鎖空間の場合、出入口に殺到すると将棋倒しなどの二次的な被害に遭うこともあるため、注意が

必要。 

●爆発は複数回発生する可能性があるため、爆発後に様子を見に行かない。 

【刃物を用いたテロ】 

●犯人との距離を取る。周囲にある物を使って攻撃から身を守る。 

【イベント会場、空港等の屋内でのテロ】 

●不測の事態の発生を念頭に、出入口や非常口、避難の際の経路等についてあらかじめ入念に確認する。 

●会場への出入りに際しては、混雑のピークを外し、人混みを避ける。 

●セキュリティが確保されていない会場の外側や出入口付近は危険であり、こうした場所での人混みや行列

は避けるようにする。空港等では、人の立入りが容易な受付カウンター付近に不必要に近寄ったり長居した

りすることはせず、セキュリティ・ゲートを速やかに通過する。 

●二次被害を防ぐため、周囲がパニック状態になっても冷静に行動するよう努める。 

 

孤独・孤立及びそれに付随する問題でお悩みの方へ 

 外務省では、２０２１年７月から、日本のＮＰＯ５団体と連携し、在外邦人の皆様がＮＰＯ団体にチャットやＳＮＳ

を通じて直接相談することを支援する取り組みを開始しました。下記リンク先よりＮＰＯ５団体の取組などが紹

介されておりますので、ご関心のある方は是非ご活用下さい。 

（外務省海外安全ＨＰ） https://www.anzen.mofa.go.jp/life/info20210707.htmｌ 

 

「在留届」の提出及び「たびレジ」への登録のお願い 

３か月以上海外に滞在する方は在留届の提出を、３か月未満の場合は「たびレジ」への登録を必ず実施して

ください。共にオンラインでの提出・登録が可能です。渡航先の最新安全情報や、緊急時の大使館又は総領事

館からの連絡を受け取ることができます。また、家族や友人、職場等に日程や渡航先での連絡先を伝えておく

ようにしてください。 

また、「在留届」をご提出いただいた方におかれましては、ご帰国やお引っ越し、ご提出いただいた記載内容

に変更があった場合には、「変更届」や「帰国・転出届」の提出をお忘れなくお手続き下さい。 

下記リンク先から「在留届」の提出及び「たびレジ」に登録することができます。 

（在留届）  https://www.ezairyu.mofa.go.jp/RRnet/index.html 

（たびレジ） https://www.ezairyu.mofa.go.jp/tabireg/ 

 

マイナンバーカード取得のお願い 

 マイナンバーカードは、安全・安心で利便性の高いデジタル社会の基盤で、多様化・拡大する様々な手続・

サービスを個人が広く利用できるようにするために不可欠な本人確認ツールです。 

マイナンバーカードは、マイナンバーが記載された顔写真入り・ＩＣチップ付きのカードで、役所に行かなくても

日本国内のコンビニエンスストアで住民票の写しや課税証明書など各種の証明書を取得できるなど様々な利

点があり、２０２１年から一部の医療機関で健康保険証としても使えるようになっています。 

現時点では、日本国内に住民登録のない海外居住者は、マイナンバーカード及び電子証明書を取得・利用

することはできませんが、令和６年中に海外居住者もマイナンバーカード等の利用・取得・更新ができるように

なる見込みで、現在、在外公館におけるマイナンバーカードの交付等の方法も検討されています。 

マイナンバーカードの交付手数料は無料です。今後は、市区町村の申請窓口が混み合うことが予想されま

すので、帰国後速やかに取得申請を行って頂くよう、お願い申し上げます。 

 

有効期間１０年の旅券の発給申請可能年齢等の引き下げについて 
成年年齢が２０歳から１８歳に引き下がる民法の改正（平成３０年）に伴い、旅券法の一部改正を行った

ことにより、令和４年４月１日以降、有効期間が１０年の旅券の申請可能な年齢及び、旅券発給申請に当た

り親権者の同意が不要となる年齢が１８歳以上となります。 

 

旅券のオンライン申請等の開始について 

https://www.anzen.mofa.go.jp/life/info20210707.html
https://www.ezairyu.mofa.go.jp/RRnet/index.html
https://www.ezairyu.mofa.go.jp/tabireg/
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２０２３年３月２７日から旅券の申請手続きをオンラインで行うことができるようになりました。オンラ

イン申請を行っていただければ、在外公館に来館する必要はなくなりますので、是非ご活用下さい。オンラ

イン申請を行うためには、スマートフォンへの在留邦人用旅券申請アプリのインストールやオンライン在留

届（ＯＲＲネット）への登録が必要となります。なお、新規旅券の受取は、引き続き当館に来ていただく必

要がありますのでご留意下さい。 

詳細：https://www.pl.emb-japan.go.jp/files/100484349.pdf 

 

〔お知らせ〕大使館広報文化センター開館時間 

平日 ９:００ – １２:３０及び１３:３０ – １７:００ 

 

問合せ 先：在ポーラン ド日本大 使館広報文化 セン ター（電話 ： ２ ２-５ ８４- ７３ ００ 、E メール： info-

cul@wr.mofa.go.jp、住所：Al. Ujazdowskie 51, Warszawa） 

 

 

〔開催中〕展覧会「着物とは、着る物のことだ」【２０２３年７月２１日（金）～１１月２６日（日）】 

ヴロツワフ市ヘンリク・トマシェフスキ演劇博物館で、展覧会「着物とは、着る物のことだ」が開催中です

。日本の伝統文化や日本のファッションを紹介する展覧会です。入場は有料です。 

開催場所：Muzeum Teatru im. Henryka Tomaszewskiego, Pl. Wolności 7A, Wrocław  

 

〔予定〕展覧会「歌川広重」【２０２３年１１月１７日（金）～２０２４年５月５日（日）】 

クラクフ市の日本美術技術博物館Ｍａｎｇｇｈａにて、展覧会「歌川広重」が開催中です。歌川広重の作品

を紹介する展覧会です。入場は有料です。 

開催場所： Muzeum Sztuki i Techniki Japońskiej Manggha, Kraków 

 

〔予定〕日本-ポーランド、インダストリアルフォーラム【２０２３年１１月２７日（木）１５：３０～２

２：００】 

株式会社「Yokogawa Polska」の開催による「日本-ポーランド、インダストリアルフォーラム」が開催される予定で

す。産業及びエネルギー分野におけるポーランド企業と日本企業の協力を促進するイベントです。 

開催場所：Radisson Collection Hotel, Warsaw 

 

 

文化行事・大使館関連行事 

本資料は、ポーランドの政治・社会情勢を中心に、各種報道をとりまとめたものです。 

報道をベースにしておりますので、記載事項の信頼性については責任を負いかねます。 

記載事項は在ポーランド日本国大使館の見解を示すものではなく、 特定の団体・個人の利益を代表するもの

ではありません。 

 

皆様からの情報提供をお待ちしています 

大使館では、読者の皆様に幅広くポーランドの情報をお伝えするため、皆様からの情報をお待ちしています。社

会・生活情報やお勧めのイベント、困ったことなど、皆様に伝えたいと思われる情報があれば、下記のアドレスまで

御連絡ください。（営利目的など、内容によっては対応できかねる場合もありますので御了承ください。） 

 

【お問い合わせ・配信登録】 

本資料は、ポーランドに関心のある方であれば誰でも受け取ることができます。 「新たに配信を受けたい」、「送

付先Ｅメールアドレスを変更したい」、「配信を停止したい」等の依頼につきましては、下記のＥメールアドレスまで

御連絡ください。大使館ウェブサイト（http://www.pl.emb-japan.go.jp/index_j.htm）も併せて御覧ください。 

本資料に関する問い合わせ E メールアドレス（newsmail@wr.mofa.go.jp） 

https://www.pl.emb-japan.go.jp/files/100484349.pdf
mailto:info-cul@wr.mofa.go.jp
mailto:info-cul@wr.mofa.go.jp
mailto:在ポーランド日本国大使館newsmail@wr.mofa.go.jp

